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研究成果の概要（和文）：　本研究では、第1に、職業集団によるプロ化推進を、教育･訓練と仕事の自律性とい
う2要因の観点から、企業評価という具体的指標に基づき実証した。その結果、2要因ともに拡大・増加しするに
つれて、職業集団によるプロ化は推進されていることが判明した。第2に、職業集団が製薬各社に及ぼす効果を
分析した。その結果、利益率の高い製薬会社がより多くのMRを雇用し、教育の制度が充実していることが判明し
た。
　本研究では、職業集団がMRのプロ化を促進することによって、MRが所属する企業評価を向上させるという結果
を予想した。その結果、製薬会社の大手企業ではそのようなMRが企業評価に貢献すること見出すことができた。

研究成果の概要（英文）：Firstly, in this study I demonstrated promotion of professionalization by 
occupational groups based on concrete indicators such as firm's evaluations from the viewpoint of 
two factors, education/training and work autonomy. As a result, as both factors expanded and 
increased, it turned out that professionalization by professional group was being promoted. 
Secondly, we analyzed the effect of professional group on pharmaceutical companies. As a result, it 
turned out that some pharmaceutical companies with high profit margin employ more MR, and the 
educational system are rich.
I anticipated that the professional group will promote MR professionalization, thereby improving the
 corporate evaluation to which the MR belongs. As a result, major pharmaceutical companies have 
found that such MR contributes to corporate evaluation.

研究分野：経営組織論
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１．研究開始当初の背景 
本研究は、社会からの強い要請によって、
職業集団がメンバーのプロフェッショナル
化 (以下、プロ化と呼ぶ。) を促進するにつ
れて、職業集団のメンバーが所属する企業評
価に及ぼす効果の検証を目的にする。この目
的を達成するためには、これまで一部の理論
が存在するもののほとんど実証されていな
いという研究上の困難が存在し、その困難を
克服するために、以下 3 つの課題を設定し、
これらの課題を中心に本研究を構想してい
る。 
第１に、① 企業の従業員がプロ化するに
つれて、その企業への社会的な評価にどのよ
うな効果を及ぼすのか？である。第２に、② 
職業集団のメンバーがプロ化するにつれて、
その職業の社会的な役割をどのように確立
するのか？である。第３に、③ 職業集団が
どのようにメンバーのプロ化を推進するな
らば、そのメンバーが従業員として所属して
いる企業への社会的な評価にどのような効
果を及ぼすのか？である。 
上記の①と②と③の課題は、理論的にも実
践的にも、関連している。本研究は上記の課
題の中で、③の課題を特に取り上げる。なぜ
ならば、これまで①は特に筒井(2009)をはじ
めとし、宮下(2001)、藤本(2005)などの経営
組織論 ,2005 において、②は古典的に
Hughes(1951)をはじめとし、Abbott(1988)、
Beckman(1990)などのプロフェッションの
社会学において、すでにそのメカニズムを理
論的に解明されているものの、①と②を包摂
する③の課題は、一部の研究(Bailey and 
Barley,2011;Barely and Kunda,2006; 
Barley,1986)をのぞいて、これまで理論的に
も実証的にもほとんど解明されておらず、こ
れらの例外的研究においてもその一部しか
解明されていないからである。 
ではなぜ①と②を包摂する③の課題は、こ
れまで解明されていないのか。なぜならば、
企業におけるそれぞれの職業は、いわゆる職
種として、およそ企業に従属するものであり、
その職業集団が企業全体に影響力を及ぼす
可能性は低いと考えられてきたからである。
それゆえ③の課題は重要度が低く、ほとんど
実証的に解明されていない。以上が本研究の
背景である。 

 
２．研究の目的 
 しかし③の課題の重要性はこれまで低か
ったものの、近年、③の課題の重要性は一部
の業界において高まりつつある。具体的には
一部の公立病院において近年、MR (Medical 
Representative、医薬情報担当者と翻訳され
る)という職業集団から認定された資格を持
たない製薬会社の営業担当者の入構を禁止
している事例のように、職業集団が企業全体
に影響力を及ぼす可能性は高くなっている。
それゆえ①と②を包摂する③の課題は、現在、
その重要度が高まりつつあり、現在そのメカ

ニズムを解明することが急がれている。 
これまで、職業集団の教育・訓練が中小企
業の業績に及ぼす効果を、中小企業の営業利
益を指標に測定している。その結果、職業集
団の教育・訓練が企業評価を向上させること
を 実 証 し て い る (Yoshinari and 
Yamamoto,2011;吉成・山本,2013)。 
本研究は、これまでの研究を進展させるた
めに、下の図 2 に示すように、α) 職業集団
のメンバーのプロ化を、α-1) 教育・訓練の必
要性と、α-2) 仕事の自律性という 2 要因に
分解する(Beckman,1990)。そして職業集団
のメンバーが、α-1-ⅰ)教育・訓練をより長期
的に受けることによって、また α-2-ⅱ) 仕事
の自律性をより高めることによって、α) 職業
集団のメンバーがプロ化し、ⓐ 職業集団が
さらに α-1-ⅰ) と α-2-ⅱ) という 2 要因のプ
ロ化を推進することによって、ⓑ そのメン
バーが所属する企業評価に及ぼす効果を実
証的に検討する。 
具体的には、製薬業界の MR (医薬情報担
当者) を本研究の対象にする。MR は製薬会 
社の営業担当者であるものの、価格交渉禁止
(1991年)、認定資格(1997年)、接待規制(2012
年)という社会からの強い要請によって、医療
従事者への医薬品情報提供者としてプロ化
している職業である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
すでに申請者が実施している、国内主要製
薬会社 11 社(内資 4 社・外資 7 社) の聞き
取り調査によれば、職業集団が主導的にMR 
のプロ化を急速に推進していることが判明
している。そこで、ⓐ 職業集団がMR のプ
ロ化を促進することによって、ⓑ 製薬会社
の企業評価に及ぼす効果の実証分析を期間
内で明らかにする。 

 
３．研究の方法 
本研究の目的を達成するために、国内製薬
上位 20社のMR (医薬情報担当者)を対象に、
職業集団MR認定センターがMRの α-1) 教
育・訓練の必要性、α-2) 仕事の自律性という
ⓐ プロ化の 2要因を推進することによって、
ⓑ 製薬各社の企業評価に及ぼす効果を測定
する。その方法は α-1) と α-2) というプロ化
の 2要因を、製薬各社の研修部長と医療従事
者への聞き取り調査とアンケート調査によ



って、企業評価を、製薬各社の収益性・成長
性・社会性によって測定する。α-1) 製薬各社
の、MRへの教育・訓練、α-2) 医療従事者へ
の、MRの仕事の自律性、ⓑ 製薬各社の企業
評価という各測定結果の相関関係を検討し、
本研究の目的を達成する。 
おおまかに本研究の目的を達成するため
にこの研究を３つの研究に分割する。第１の
研究では、国内において事業を展開している
製薬業界の上位 20社(医療用医薬品の中で先
発医薬品を販売する内資企業および外資企
業)のMR (Medical Representative、つまり
医薬情報担当者のこと)を対象にする。そして
ⓐ 職業集団である公益財団法人 MR 認定セ
ンターがMRのプロ化を推進することによっ
て、α-1) 国内製薬各社がどれほどMRの長期
的教育・訓練を実施しているのかを、製薬各
社への聞き取り調査とアンケート調査によ
って、質的と量的両側面からの解明を計画し
ている。一方の調査が不十分であった場合、
他方の調査結果のみで対応する。 
具体的には、第 1期・医薬品営業担当者の
プロパーから MRへの名称変更(1993年～)、
第 2期・MR認定資格の制定(1997年～)、第
3 期・MR の厳格な接待規制(2012 年～)の 3
期にMRのプロ化の期間を分割し、各期の製
薬各社のMRの長期的教育訓練の程度を測定
し比較する。そして、それぞれの時期に製薬
各社がMRに対してどのような内容の教育訓
練(OJTと Off-JT)を、どれほどの時間をかけ
て実施したのかを調査する。さらに、職業集
団である MR 認定センターがⓐ MR のプロ
化を促進することによって、製薬各社がMR
の教育・訓練を、第 1期から第 3期になるに
つれて、次第に長期的に実施するようになっ
ているのかどうかを、プロ化の要因 α-1) 長
期的教育・訓練の必要性として検証する。 
第２の研究では、国内において事業を展開
している製薬業界の上位 20社の MRが医薬
品の情報を提供している医療機関および医
療従事者を対象にする。そして、ⓐ 職業集
団のMR認定センターがMRのプロ化を促進
することによって、α-2) 医療従事者が MR
認定資格保持者の仕事を受容しているかを、
医療機関への聞き取り調査とアンケート調
査によって、質的と量的両側面からの解明を
計画している。一方の調査(質的か、それとも
量的か)が不十分であった場合、他方の調査の
みで対応する。 
具体的には、第１の研究と同様に、第 1期

(1993年～)、第 2期(1997年～)、第 3期(2012
年～)の 3 期に MR のプロ化を分割し、各期
の医療従事者によるMR認定資格保持者の仕
事の受容度を測定し、比較する。そして、医
療機関がそれぞれどの時期にMR認定資格者
以外の営業担当者を入構禁止にしたのか、ま
た、医師および薬剤師がMR認定資格者の仕
事に対してどれほど満足しているかを調査
する。 
その結果、医療機関および医療従事者が

MR認定資格保持者の仕事を受容していれば
いるほど、MRの仕事の自律性が向上してい
ると捉える。つまり、どれほど医療機関およ
び医療従事者がMR認定資格保持者の仕事を
受容しているかどうかを、プロ化の要因 α-2) 
仕事の自律性として検証する。 
最後に第３の研究では、第１の研究と同様、
第 1期(1993年～)、第 2期(1997年～)、第 3
期(2012年～)の3期にMRのプロ化を分割し、
ⓑ 各期の企業評価を製薬各社の収益性・成
長性・社会性によって測定する。企業評価の
収益性は各社の総資本経常利益率、成長性は
各社の売上高伸率、社会性は各社の法令遵
守・サポート体制によって測定する。 
そしてⓐ 職業集団のプロ化の推進による、
第１の研究における MR の α-1) 長期的な教
育・訓練の測定結果と、第２の研究における
MR の α-2) 仕事の自律性の測定結果が、ⓑ 
製薬各社の企業評価の測定結果に与える効
果（相関関係）を分析する。その結果、ⓐ 職
業集団がそのメンバーのプロ化を促進する
ことによって、ⓑ 職業集団のメンバーが所
属する企業評価を向上させることを実証す
る。 

 
４．研究成果 
第 1に、職業集団と企業の関係というこれ
まで研究されていない分野に対し、ⓐ 職業
集団によるプロ化推進を、α-1) 教育･訓練と
α-2) 仕事の自律性という 2 要因の観点から、
ⓑ 企業評価という具体的指標に基づき実証
した。実証した結果、α-1) 教育･訓練とα-2) 
仕事の自律性という 2要因ともに拡大・増加
していることから、職業集団によるプロ化は
推進されていることが判明した。しかしなが
らすべての企業の企業評価に職業集団のプ
ロ化が正の相関があるように関係している
とは必ずしも言えない可能性があることを
見出している。 
第 2に、他の業界と比較して利益率が高い
ものの、十分に解明されていない製薬業界を
対象に、すでに国内主要製薬会社 11 社から
聞き取り調査を実施した結果をさらに精査
し、職業集団が製薬各社に及ぼす効果を分析
した。その結果、利益率の高い製薬会社がよ
り多くのMRを雇用していることは確かであ
り、その教育訓練にしても利益率の高い企業
順により充実した制度を敷いている可能性
が高いことが判明した。 
本研究では、ⓐ 職業集団が MR のプロ化
を促進することによって、社会の中でMRが
果たす役割を確立し、その結果としてⓑ MR
が所属する企業評価を向上させるという結
果を予想した。その結果、製薬会社の大手企
業ではそのようなMRが企業評価に貢献する
こと見出すことができたものの、中堅企業に
なるにつれて、その評価とは異なり、MRを
大手企業同様に雇用しているものの、その評
価を、特に利益の側面で享受しているとは言
い難いことが見出された。 



本研究は製薬業界という限定的な対象の
知見であるものの、本研究後の研究では、本
研究で得られた知見を他の業界に応用し、職
業集団が企業全体に影響を及ぼし、企業が職
業集団の関係を管理する必要性を示す結果
となった。 
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